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第１号議案 
 

平成２９年度一般会計当初予算における教育関係予算の概要及び市長

に提出する重点要望事項について 
 

平成２９年度島原市一般会計当初予算における教育関係予算の概要及

び主要事業は別紙のとおりであり、また、教育委員会から市長へ重点的な

予算措置を要望する事項については、別紙の項目とする。 

 

平成２９年１月５日提出 
 

                    島原市教育委員会 
                    教育長 宮原 照彦 
 
 
 
 
 
 
 
 

   提案理由 
 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき、当

初予算編成において市長が教育委員会に対し教育関係事務について意見

を求める際の重点的要望項目を定めるものである。 
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《参 考》 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条 
「地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分その他特

に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき議案を作成する場合におい

ては、教育委員会の意見をきかなければならない。」 

 

○島原市教育委員会の権限事務の一部を教育長に委任し又は臨時に代理させ

る規則 
（趣旨） 
第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律

第 162 号。以下「法」という。）第 25 条第１項に基き、島原市教育委員会（以下「委

員会」という。）の権限に属する事務の委任に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 
（教育長に対する委任事項） 
第２条 委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する教育事務を教育長に

委任する。  

(１) 学校教育又は社会教育に関する一般方針を定めること。  

(２) 学校・公民館及び図書館の設置及び廃止を決定すること。  

(３) 教育財産の取得を市長に申出ること。  

(４) 県費負担教職員の懲戒及び県費負担教職員たる校長、教頭の任免その他の進

退について内申すること。  

(５) 県費負担教職員の服務の監督についての一般方針を定めること。  

(６) 教育委員会の任命にかかる職員の人事の一般方針を定め、及び懲戒を行うこ

と。  

(７) 教育長・課長・公民館長及び指導主事の任免を行うこと。  

(８) 学校・公民館及び図書館の敷地を選定すること。  

(９) 学校その他教育機関の工事の計画を策定すること。  

(10) 委員会規則の制定又は改廃を行うこと。 

(11) 教育予算その他議会の議決を経るべき議案の作成について意見を申出ること。 

(12) 委員会の所管に属する各種委員会・審議会等の委員の任命又は委嘱すること。 

(13) 校長・教頭・教員その他の教育関係職員の研修の一般方針を定めること。  

(14) 教科用図書の採択に関する基本方針を定めること。  

(15) 学令児童生徒の就学すべき学校の区域を設定し、又はこれを変更すること。  

(16) 教育に関する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行うこと。  




